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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第１区分
【発行日】平成27年12月3日(2015.12.3)

【公開番号】特開2015-88479(P2015-88479A)
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【手続補正書】
【提出日】平成27年10月14日(2015.10.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周期律表第１族または第２族に属する金属のイオンの伝導性を有する無機固体電解質と
重合性官能基を２つ以上有する化合物とを含有し、該重合性官能基の少なくとも１つが、
硫黄原子を有する官能基または酸素原子を有する環状官能基である固体電解質組成物。
【請求項２】
　さらに、光もしくは熱重合開始剤を含む請求項１に記載の固体電解質組成物。
【請求項３】
　さらに、リチウム塩および分散媒体を含む請求項１または２に記載の固体電解質組成物
。
【請求項４】
　前記硫黄原子を有する官能基または酸素原子を有する環状官能基が、炭素数が２～４の
環状官能基またはメルカプト基である請求項１～３のいずれか１項に記載の固体電解質組
成物。
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【請求項５】
　前記硫黄原子を有する官能基または酸素原子を有する環状官能基以外の重合性官能基が
重合性不飽和結合を含む基である請求項１～４のいずれか１項に記載の固体電解質組成物
。
【請求項６】
　前記重合性官能基を２つ以上有する化合物が、下記構造群（ｂ）における式（ｂ１）～
（ｂ４）のうちの少なくとも１つの構造を有している請求項１～５のいずれか１項に記載
の固体電解質組成物。
【化１】

　式（ｂ１）～（ｂ４）において、Ｒ１１およびＲ１２はそれぞれ独立に水素原子または
アルキル基を表す。Ｘ１１、Ｘ２１、Ｘ３１、Ｘ３２およびＸ４１～Ｘ４３はそれぞれ独
立に酸素原子または硫黄原子を表す。ｌは１～４の整数を表す。
【請求項７】
　さらに、周期律表第１族または第２族に属する金属イオンの挿入放出が可能な活物質を
含む請求項１～６のいずれか１項に記載の固体電解質組成物。
【請求項８】
　前記重合性官能基を２つ以上有する化合物が、下記式（Ｂ－１）～（Ｂ－５）のいずれ
かで表される請求項１～７のいずれか１項に記載の固体電解質組成物。
【化２】

　式（Ｂ－１）～（Ｂ－５）において、Ｌ１は、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＲＮ－、－ＣＯ－
、－Ｏ（Ｃ＝Ｏ）－、炭素数１～６のアルキレン基、炭素数２～６のアルケニレン基、炭
素数６～１４のアリーレン基、またはこれらを組み合わせた連結基を表す。ここで、ＲＮ

は水素原子、炭素数１～３のアルキル基を表す。Ｌ２は、炭素数１～６のアルキレン基、
炭素数２～６のアルケニレン基、炭素数６～１４のアリーレン基、炭素数７～１５のアラ
ルキレン基または－Ｓｉ（ＲＳｉ）２－を表す。ここで、ＲＳｉは水素原子、炭素数１～
６のアルキル基、炭素数２～６のアルケニル基または炭素数６～１０のアリール基を表す
。Ｌ３は、炭素数１～１２でｑ＋１価のアルキル基、炭素数２～１２でｑ＋１価のアルケ
ニル基、炭素数６～１４でｑ＋１価のアリール基、炭素数７～１５でｑ＋１価のアラルキ
ル基またはｑ＋１価のイソシアヌル酸残基を表す。ｎは、１～３００の整数を表す。ｍは
０～３００の整数を表す。ｑは１～５の整数を表す。Ｑ１は重合性官能基を有する基を表
し、分子中、該重合性官能基を有する基の少なくとも１つが、下記式（ｑ－１）～（ｑ－
５）のいずれかである。Ｑ２は、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～６の
アルケニル基、炭素数６～１０のアリール基、ハロゲン原子またはＱ１－（Ｌ１）ｍ－を
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表す。ただし、Ｑ２が連結基Ｌ１となって、二量体化していてもよい。
【化３】

　式（ｑ－１）～（ｑ－５）において、Ｌ４は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－Ｏ（Ｃ＝
Ｏ）－、炭素数１～６のアルキレン基、－Ｏ－ＲＬ－、－ＣＯ－ＲＬ－、－Ｏ（Ｃ＝Ｏ）
－ＲＬ－または－（Ｃ＝Ｏ）Ｏ－ＲＬ－を表す。ここで、ＲＬは炭素数１～６のアルキレ
ン基を表す。Ｒは炭素数１～６のアルキル基を表す。Ｐ１は０～３の整数を表す。Ｐ２は
０～９の整数を表す。Ｐ３は０～５の整数を表す。
【請求項９】
　前記固体電解質１００質量部に対して、前記重合性官能基を２つ以上有する化合物を０
．１質量部以上５０質量部以下含有する請求項１～８のいずれか１項に記載の固体電解質
組成物。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の固体電解質組成物の膜を金属箔上に有する電池用
電極シート。
【請求項１１】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の固体電解質組成物の重合硬化膜を金属箔上に有す
る請求項１０に記載の電池用電極シート。
【請求項１２】
　２００℃１時間保持前後での質量の減少が１％以下である請求項１０または１１に記載
の電池用電極シート。
【請求項１３】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の固体電解質組成物を金属箔上に配置し、該固体電
解質組成物を製膜する電池用電極シートの製造方法。
【請求項１４】
　前記製膜時に、前記重合性官能基を２つ以上有する化合物を重合させる請求項１３に記
載の電池用電極シートの製造方法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の電池用電極シートの製造方法を介して、全固体二次電池を製造する
全固体二次電池の製造方法。
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　式（ｂ１）～（ｂ４）において、Ｒ１１およびＲ１２はそれぞれ独立に水素原子または
アルキル基を表す。Ｘ１１、Ｘ２１、Ｘ３１、Ｘ３２およびＸ４１～Ｘ４３はそれぞれ独
立に酸素原子または硫黄原子を表す。ｌは１～４の整数を表す。
〔７〕さらに、周期律表第１族または第２族に属する金属イオンの挿入放出が可能な活物
質を含む〔１〕～〔６〕のいずれか１つに記載の固体電解質組成物。
〔８〕重合性官能基を２つ以上有する化合物が、下記式（Ｂ－１）～（Ｂ－５）のいずれ
かで表される〔１〕～〔７〕のいずれか１つに記載の固体電解質組成物。
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【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　式（ｑ－１）～（ｑ－５）において、Ｌ４は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－Ｏ（Ｃ＝
Ｏ）－、炭素数１～６のアルキレン基、－Ｏ－ＲＬ－、－ＣＯ－ＲＬ－、－Ｏ（Ｃ＝Ｏ）
－ＲＬ－または－（Ｃ＝Ｏ）Ｏ－ＲＬ－を表す。ここで、ＲＬは炭素数１～６のアルキレ
ン基を表す。Ｒは炭素数１～６のアルキル基を表す。Ｐ１は０～３の整数を表す。Ｐ２は
０～９の整数を表す。Ｐ３は０～５の整数を表す。
〔９〕固体電解質１００質量部に対して、重合性官能基を２つ以上有する化合物を０．１
質量部以上５０質量部以下含有する〔１〕～〔８〕のいずれか１つに記載の固体電解質組
成物。
〔１０〕　〔１〕～〔９〕のいずれか１つに記載の固体電解質組成物の膜を金属箔上に有
する電池用電極シート。
〔１１〕　〔１〕～〔９〕のいずれか１つに記載の固体電解質組成物の重合硬化膜を金属
箔上に有する〔１０〕に記載の電池用電極シート。
〔１２〕２００℃１時間保持前後での質量の減少が１％以下である〔１０〕または〔１１
〕に記載の電池用電極シート。
〔１３〕　〔１〕～〔９〕のいずれか１つに記載の固体電解質組成物を金属箔上に配置し
、固体電解質組成物を製膜する電池用電極シートの製造方法。
〔１４〕製膜時に、重合性官能基を２つ以上有する化合物を重合させる〔１３〕に記載の
電池用電極シートの製造方法。
〔１５〕　〔１４〕に記載の電池用電極シートの製造方法を介して、全固体二次電池を製
造する全固体二次電池の製造方法。
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